第１１号様式

令和　　年　　月　　日
（あて先）浜松市長

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所又は所在地
　　名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

※代表者名は代表者の署名または記名押印

共同申請の場合、申請者分の所在地、名称、代表者名を記載。

　　

　　　　　　
浜松市新産業創出事業費補助金交付申請書
【研究開発・製品開発補助金】
  浜松市新産業創出事業費事業を実施したいので、浜松市新産業創出事業費補助金交付要綱第22条の規定に基づき、助成金を交付されるよう関係書類を添えて提出します。

　１
	企業名
	

	事業名
	

	申請補助金
	研究開発　・　製品開発　

	事業分野

※7分野より主たる事業を一つ選択すること。
	□　次世代輸送用機器関連事業

	
	□　健康・医療関連事業

	
	□　新農業関連事業

	
	□　環境・エネルギー関連事業

	
	□　光・電子関連事業

	
	□　デジタル関連事業

	
	· ロボティクス関連事業

	事業の中核をなす技術・機能
研究開発・製品開発・社会課題解決型イノベーションの際に記載
	

	補助対象経費
	円

	補助金交付申請額
	円　

	事業開始予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	事業完了予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日

	(※共同申請の場合のみ)

管理事業者
	


２　市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入）
　　□　浜松市新産業創出事業費補助金交付要綱第３条の規定により、市において、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。
３　暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市新産業創出事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。

事業化計画書

１　申請者の概要（共同申請を行う中小企業等は、本ページ及び次ページを複製して同様に記載してください。）
（１）申請者の概要　
	申請者
	（フリガナ）

氏名又は名称
	

	
	代表者の

役職及び氏名
	

	
	住所又は

所在地
	（〒　　　－　　　　）



	
	
	※補助事業の実施が、本社の所在地と異なる場合の実施場所

（〒　　　－　　　　）



	
	現在の事業の概要
	

	
	設立年月日
	年　　　月　　　日
	従業員数
	　　　　　　　　人

	
	資　本　金
	千円
	

	
	主な株主又は出資者

（出資比率の高いものから記載し、大企業は【　】に○を記載してください。6番目以降は「ほか○社（者）」と記載してください。
	
	株主名又は出資者名
	大企業
	出資比率（%）

	
	
	①
	
	【　　】
	

	
	
	②
	
	【　　】
	

	
	
	③
	
	【　　】
	

	
	
	④
	
	【　　】
	

	
	
	⑤
	
	【　　】
	

	
	
	⑥
	ほか　　社（者）
	

	
	事業実績

（直近２期分）
	決算期
	第　期（R　．　．～R　．　．）
	第　期（R　．　．～R　．　．）

	
	
	①売上高
	千円
	千円

	
	
	②経常利益
	千円
	千円

	連絡先
	担当者の

役職及び氏名
	

	
	電話番号、FAX

メールアドレス
	TEL：
	FAX：

	
	
	メールアドレス：

	開発担当者
	担当開発者
	担当開発内容

	
	１
	
	

	
	２
	
	

	
	３
	
	

	
	４
	
	


（２）申請者の沿革

	年　月　日
	事　　　　　　項

	
	


（３）特許等の取得（申請中のものは除く）

	年　月　日
	特　　許　　等　　名

	
	


（４）これまでに、国・地方公共団体等から補助・支援を受け実施した事業

	年　月　日
	制度名・補助（支援）団体
	事業名・事業概要

	
	
	


（５）これまでに、産学官連携・異業種交流により実施した事業

	年　月　日
	事業名・事業概要

	
	


（６）産業支援機関のコーディネータの支援の有無

　　　※既に浜松市内の産業支援機関のコーディネータの支援を受けている場合は、必ず所属機関とコーディネータの氏名、支援の内容を記載してください。

	産業支援機関名
	コーディネータ氏名
	支援の内容

	
	
	


（添付書類）

①　決算書（直近２期分）又は確定申告書（直近２期分）

②　事業概要（企業・製品パンフレット等）　

③　市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し
④　履歴事項全部証明書の写し
２　事業化開発の内容

※「２　事業化開発の内容(1)～(11)」の部分は、8ページ以内で記載してください。用紙サイズは原則としてＡ４で統一し片面印刷としてください。

（１）事業名称

	


（２）事業計画の概要

※250字以内で簡潔に記載してください。現状、目標（成果物）、技術的課題、その解決方法、期待される効果を踏まえて記載してください。なお、本項目は採択となった場合に公表することがあります。

	


（３）１　本研究・開発の成果目標

※成果目標としての到達目標（開発予定の成果物の説明、用途、機能、技術水準等）について記載してください。

	


（４）１　本研究・開発の目的・背景・動機
※ 従来の課題を説明し、本研究・開発を行うに至った経緯や目的について記載してください。

	


２　本事業が社会課題の解決に資する場合や顧客等のニーズに基づく案件の場合は下記にその詳細を記載してください。

	


（５）本研究・開発の内容及び方法
※研究・開発における課題と、その課題を解決するために不可欠な研究・開発、材料や機械装置等を示しながら、具体的な目標及び達成手段を作業工程毎に記載してください。

	


（６）本研究・開発に係る産業財産権の状況（該当するものを□で囲んでください。）

　　①　本研究・開発に必要な産業財産権等（特許権・実用新案権・意匠権・商標権等）の出願又は保有　　　　　
	あり　・　なし
	※ある場合はその内容と番号を記載してください。




2 産業財産権等（特許権・実用新案権・意匠権・商標権等）の実施許諾、譲渡を受ける予定

	あり　・　なし
	※ ある場合はその内容を記載してください。




　　③　研究・開発した成果物の産業財産権等（特許権・実用新案権・意匠権・商標権等）の出願予定
	あり　・　なし
	※ ある場合はその内容を記載してください。




（７）本研究・開発に係る先行技術及び新規性、優位性、独自性、利便性等

①　本研究・開発に係る先行技術

※本研究・開発にあたり、類似の技術や製品がないか（産業財産権等の抵触等も含め）記載してください。

	


②　本研究・開発に係る新規性、優位性、独自性、利便性等

※従来製品と比較して新規性がある点や、競合品と比較して差別化が図れている点、優位性がある点等を、データ等を用いて客観的に判断できるように記載してください。

	


（８）１　実施体制とその内容、自社（共同体）の強み
※本研究・開発に関わる関係者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、共同研究者や支援機関等からの技術指導を受ける場合もその内容等に言及し、開発や販路開拓等の実施過程で必要な技術等をどのように手当てするのかを具体的に記載してください。共同申請の場合は、共同申請者を枠で囲んでください。併せて、事業実施における自社（共同体）の強みも記載してください。

①　実施体制（本事業における実施体制について具体的に記載してください。）
※以下は記載例を示しています。貴社の体制に合わせ適宜修正してください。
　　　　
　　　　



　　
　　
②　自社（共同体）の強み

２　本事業が先端技術を用いている場合はその具体的内容を記載してください。
	


（９）開発・製品化ロードマップ（補助対象期間内及び補助対象期間終了後の５年間）
※各作業工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。

①　補助事業実施年度

	作業工程　等
	
	
	補助事業実施年度　　年度　　　　　　　　　

	
	　 

月
	　

月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


②　補助事業実施後（５年間）
	作業工程　等
	補助対象期間終了後の５年間

	
	　 年度
	　 年度
	　 年度
	　 年度
	　 年度

	
	上期
	下期
	上期
	下期
	上期
	下期
	上期
	下期
	上期
	下期

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


3 　開発製品販売開始時期　　　令和　　　年　　　月

（10）本研究・開発で期待される効果

①　売上、雇用人数見込（補助対象期間内及び補助対象期間終了後の５年間）

	項目
	補助対象

年度
	補助対象期間終了後の５年間
	累計

	
	令和  年度
	令和  年度
	令和  年度
	令和  年度
	令和  年度
	令和  年度
	

	売上見込
（単位:千円）
	
	
	
	
	
	
	

	売上数量等

（単位：　　）
	
	
	
	
	
	
	

	販売単価
（単位:千円）
	
	
	
	
	
	
	

	新たに雇用する

従業員数(単位：人）
	
	
	
	
	
	
	


ア　販売製品等の名称と概要（用途、特徴等）

	


イ　売上見込の積算根拠

	


②　市場ニーズ　　※対象とする市場やその規模（現状と見込）や顧客層と顧客数
	


③　販売方法　　　※具体的な営業方針、販売体制、販路、販売方法
	


④　期待される効果等　　※事業成果により、もたらされる効果とその市場・社会への影響、地域経済への波及効果等
	


（11）今回の事業化開発に関連して、他の補助・支援を受けている（受ける予定がある）事業名等

	年月日
	補助(支援)団体
	事　業　名
	補助申請額

	
	
	
	


３　事業化開発に要する経費

（１）収支予算表

　（支　出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	補助対象経費
	摘　　　要

	ア
	原材料・部品等購入費
	
	

	イ
	開発設計費
	
	【内訳】
（既存スタッフ）
（新規スタッフ）



	ウ
	機器設備費
	
	

	エ
	産業財産権等導入・取得費
	
	

	オ
	外注委託費
	
	

	カ
	技術指導導入費
	
	

	キ
	販路開拓費
	
	

	ク
	交通費
	
	

	ケ
	借損料
	
	

	コ
	消耗品費
	
	

	合　　計
	
	


※「補助対象経費」は、消費税を差し引いた金額を記入してください。ただし、消費税が該当しないものはその限りではありません。

※共同申請の場合は、補助対象経費欄に各科目の経費及び各申請者の内訳を記入してください。

※各科目の補助金額の限度は、各科目の「補助対象経費」に補助率を乗じた額とし、その合計を「補助金交付申請額」とします。
（収　入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	金　　　　　額
	摘　　　　　要

	補助金（見込み）
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	
	


※金額欄の合計は、「補助対象経費」の合計と一致するように記入してください。

※自己資金については捻出の根拠、借入金については借入先を摘要欄に記入してください。

※共同申請の場合は、金額欄に各科目の金額及び各申請者の内訳に記入してください。

※必要に応じて、根拠資料等を提出していただくことがあります。

（２）科目別支出予算内訳

※金額欄の計は、（1）収支予算表の支出の各科目の補助対象経費と一致するように記入してください。

※必要に応じて、より詳細な資料を提出していただくことがあります。

　ア　原材料・部品等購入費　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　イ　開発設計費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項　目
	仕　様
	数　量（時間）
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　考
（担当者氏名および
新規スタッフか既存スタッフか記載）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


※仕様：「ハードウェア設計」、「ソフトウェア開発」等、仕事内容を具体的に記入してください。

※数量：項目の案件の開発に要する時間数を記入してください。

※単価：申請業者の開発担当者の時間単価を記入してください。時間単価の算出方法については浜松市の指示に従ってください。

※備考：本経費の支払いを受ける開発担当者の氏名を記入してください。事業化開発計画書の1の(1) 「申請者の概要」の申請業者の「開発担当者」の方が該当します。

ウ　機器設備費

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　エ　産業財産権等導入・取得費

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


オ　外注委託費

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　カ　技術指導導入費

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


キ　販路開拓費

（市場調査費、広告宣伝費、産業市等への出展費用、印刷製本費、ホームページ開設費等）　　　　　　　　　　　　　　　　
	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　ク　交通費　（国内の交通費）　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　ケ　借損料（機器・設備類のリース料・レンタル料、会議等会場借料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　コ　消耗品費（耐用年数１年未満のもの、または１件１０万円未満のもので、開発に直接必要なものに限る）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


４　その他

（1） 協力者（社外）及び協力内容

	企業等の名称
	担当責任者
	担当開発協力内容

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


（２）共同研究者

	大学等の名称
	担当責任者
	担当開発協力内容

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


（３）事業化開発の上で、産業支援機関のコーディネータに支援を希望する事項（具体的に）
	（技術面）

（販売面）




（４）その他の特記事項

	


受付番号　　　





経営





社内体制





連携先企業





総務部門担当





製造部門担当








